
   

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                              
 
  
 
 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      
 

� 所有者不明土地等の解消に向けた法改正                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                
Ｑ：所有者不明土地の解消に向けた法整備

が行われたそうですが、どのようになったの

ですか？                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                           

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                           

Ａ：次のようになりました。 

【解説】  

さきごろ、所有者不明土地の解消に向けて、

民法等が一部改正されるとともに相続等によ

り取得した土地所有権の国庫への帰属に関す

る法律が制定されました。 

主な内容は、次のとおりです。 

①相続登記の義務化 

 不動産を取得した相続人に対し、その取得

を知った日から３年以内に相続登記を申請す

ることを義務付ける。正当な理由がなく申請

しなかった場合は、10万円以下の過料の罰則

がある。 

②住所等の変更登記の申請義務化 

 住所等を変更した場合は、変更日から２年

以内に変更登記を申請することを義務付ける。

正当な理由がなく申請しなかった場合は、５

万円以下の過料の罰則がある。 

③相続土地国庫帰属制度の創設 

 相続等で取得した土地で法務大臣の承認を

受けたものについては、一定の土地管理費相

当額の負担金を納付することで国庫に帰属さ

せることができるようになる。 

④相続開始後10年経過後の遺産分割の見直し 

 相続開始から10年経過しても遺産が未分割

の場合は、家庭裁判所に遺産の分割の請求を

申し立てている場合等を除き、この具体的相

続分を適用しないこととされた。  
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